
 

越 監 公 表 第 １ ２ 号 

 

地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、市長から令和５年度包括

外部監査の結果に基づく措置状況の通知があったので、次のとおり公表する。 

 

令和７年９月３０日 

 

 

 

越谷市監査委員  井 上 茂 平    

 

 

 

越谷市監査委員  利根川 敏 彦    

 

 

 

越谷市監査委員  山 田 裕 子    

 

 

 

越谷市監査委員  野 口 高 明    

 



令和５年度包括外部監査結果に基づき講じた措置状況の概要一覧 

令和７年（２０２５年）７月１日現在 

 

１. 包括外部監査契約期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２. 越谷市包括外部監査人 藤原 拓也（公認会計士） 

３. 特定の事件（テーマ）名 「情報システムに関する事務の執行について」 

４. 監査対象課 危機管理室、行政デジタル推進課、財政課、公共施設マネジメント推進課、市民税課、資産税課、

収納課、人事課、契約課、工事検査課、庁舎管理課、市民課、生活福祉課、障害福祉課、介護保

険課、子ども福祉課、青少年課、健康づくり推進課（新型コロナウイルスワクチン接種対策室）、国

保年金課、感染症保健対策課、生活衛生課、経済振興課、道路総務課、営繕課、都市計画課、市

街地整備課、会計課、図書館、学校管理課、学務課、教育センター 

５. 監査結果での指摘件数 ７１件（指摘：２５件 意見：４６件） 

６. 指摘事項と講じた措置状況 表のとおり 

 

（１）表中の凡例 

 頁  ▶ 【令和５年度 越谷市包括外部監査報告書】の中で包括外部監査人が指摘した内容が記述されているページ数 

（２）表の【指摘の区分】欄に掲げた用語の意味 

 指   摘  ▶ 改善・是正に取り組むべきもの 

 意 見  ▶ 組織及び運営の合理化の観点から改善の検討を求めるもの 

（３）表の【措置の状況】欄に掲げた用語の意味 

 改 善 済 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容に沿うよう改めたもの又は改めたと見なせるもの 

 検 討 中 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容について対応を検討中のもの 

 現状維持 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容について現状のままとしたもの 

 

※前回の措置状況から、変更のあった指摘事項には背景色を変えて表しております。 
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措置状況の一覧 

通
し
番
号 

頁 

区分 

指摘事項 対象課 

措置の状況 

措置年月日 

（時点） 
指
摘 

意
見 

改
善
済 

検
討
中 

現
状
維
持 

1 38～42  ○ 【意見１】全庁的なコストの把握について 
行政デジタル推

進課 
 ○  令和７年７月１日 

2 42～43  ○ 【意見２】ソフトウェア管理台帳の整備について 
行政デジタル推

進課 
〇   令和７年７月１日 

3 43～44  ○ 【意見３】財務報告について 
行政デジタル推

進課 
  ○ 令和６年７月１日 

4 44～45  ○ 【意見４】越谷市情報化推進計画（導入時期）について 
行政デジタル推

進課 
 ○  令和６年７月１日 

5 46～47  ○ 【意見５】越谷市情報化推進計画（目標達成の進捗状況）について 
行政デジタル推

進課 
 〇  令和６年７月１日 

6 47～48 ○  【指摘１】資料の保存について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

７ 48～49  ○ 【意見６】所管課の明確化について 
行政デジタル推

進課 
〇   令和７年７月１日 

8 49～50  ○ 【意見７】業務改善への取組について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

9 50～51  ○ 【意見８】行政デジタル推進課の人員構成について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

10 51～52  ○ 【意見９】情報システム導入の効果の継続的な検証について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

11 52～53  ○ 【意見１０】情報システムの投資計画について 
行政デジタル推

進課 
 ○  令和６年７月１日 

12 54  ○ 【意見１１】保守費の効果の検証について 
行政デジタル推

進課 
  ○ 令和６年７月１日 

13 55  ○ 
【意見１２】長期にわたる随意契約による保守契約（令和元年度の

指摘に対する改善状況）について 

行政デジタル推

進課 
  ○ 令和６年７月１日 

14 55～56  ○ 【意見１３】情報セキュリティ監査の結果の開示について 
行政デジタル推

進課 
 ○  令和７年７月１日 



2 
 

通
し
番
号 

頁 

区分 

指摘事項 対象課 

措置の状況 

措置年月日 

（時点） 
指
摘 

意
見 

改
善
済 

検
討
中 

現
状
維
持 

15 56～57 ○  【指摘２】ユーザーＩＤリストの棚卸について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

16 65～66 ○  【指摘３】資料の保存について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

17 66～67 ○  【指摘４】ユーザーＩＤリストの棚卸について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

18 68～72  ○ 
【意見１４】運用保守契約と業務委託契約との契約の分離につい

て 

行政デジタル推

進課 
  ○ 令和６年７月１日 

19 73～74  ○ 
【意見１５】運用保守契約と機器賃貸借契約との契約の分離につ

いて 

行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

20 75  ○ 【意見１６】機器賃借契約の金額の妥当性について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

21 79～80  ○ 【意見１７】企画提案方式における委託業者の参加者数について 
行政デジタル推

進課 
  ○ 令和６年７月１日 

22 80～81 ○  【指摘５】ユーザーＩＤリストの棚卸について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

23 84  ○ 【意見１８】ライセンス管理について 
行政デジタル推

進課 
 ○  令和６年７月１日 

２4 85  ○ 【意見１９】ＲＰＡの導入による費用削減効果の活用について 
行政デジタル推

進課 
  ○ 令和６年７月１日 

25 89 ○  【指摘６】ユーザーＩＤリストの棚卸について 
行政デジタル推

進課 
○   令和６年７月１日 

26 90  ○ 【意見２０】ライセンス管理について 
行政デジタル推

進課 
  ○ 令和７年１月１日 

27 90  ○ 【意見２１】ＬＡＮの管理について 
行政デジタル推

進課 
〇   令和７年７月１日 

28 93  ○ 【意見２２】ユーザーの範囲について 危機管理室   ○ 令和６年７月１日 

29 94  ○ 【意見２３】システムの使用年数について 危機管理室 ○   令和７年１月１日 

30 94  ○ 【意見２４】運用保守契約に基づく作業内容の確認について 危機管理室 ○   令和６年７月１日 
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31 95  ○ 【意見２５】運用保守契約の費用の内容の確認について 危機管理室 ○   令和７年１月１日 

32 95～96 ○  【指摘７】システム障害報告について 危機管理室 ○   令和６年７月１日 

33 96～97 ○  【指摘８】ユーザーＩＤリストの棚卸について 危機管理室 ○   令和６年７月１日 

34 100～101  ○ 【意見２６】追加機能の金額の根拠について 
公共施設マネジ

メント推進課 
○   令和６年７月１日 

35 101  ○ 【意見２７】運用保守契約における要望事項について 
公共施設マネジ

メント推進課 
○   令和６年７月１日 

36 101～102  ○ 【意見２８】運用保守報告会の開催について 
公共施設マネジ

メント推進課 
○   令和６年７月１日 

37 102～103  ○ 【意見２９】運用保守契約の金額の見直しについて 
公共施設マネジ

メント推進課 
○   令和６年７月１日 

38 103～104  ○ 【意見３０】効果測定について 
公共施設マネジ

メント推進課 
○   令和６年７月１日 

39 104～105  ○ 【意見３１】将来的なシミュレーションについて 
公共施設マネジ

メント推進課 
○   令和６年７月１日 

40 108～109 ○  【指摘９】資料の保存について 
障害福祉課、 

子ども福祉課 
○   令和６年７月１日 

41 109 ○  【指摘１０】ユーザーＩＤの棚卸について 
障害福祉課、 

子ども福祉課 
○   令和６年７月１日 

42 110  ○ 【意見３２】長期間の随意契約の根拠について 
障害福祉課、 

子ども福祉課 
○   令和６年７月１日 

43 113～114 ○  【指摘１１】資料の保存について 介護保険課 ○   令和６年７月１日 

44 114～116  ○ 【意見３３】システムに係る契約について 介護保険課 ○   令和６年７月１日 

45 116  ○ 【意見３４】機器賃借契約に含まれる消耗品について 介護保険課 ○   令和６年７月１日 

46 116 ○  【指摘１２】ユーザーＩＤの棚卸について 介護保険課 ○   令和６年７月１日 

47 116～117  ○ 【意見３５】バッチ処理について 介護保険課   〇 令和７年７月１日 

48 120 ○  【指摘１３】資料の保存について 国保年金課 ○   令和６年７月１日 
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49 121  ○ 【意見３６】システム導入会社との契約について 国保年金課 ○   令和７年１月１日 

50 121～122 ○  【指摘１４】ユーザーＩＤの棚卸について 国保年金課 ○   令和６年７月１日 

51 112  ○ 【意見３７】委託業務の管理について 国保年金課 ○   令和６年７月１日 

52 125  ○ 【意見３８】業務プロセスの見直し・ベンチマークの設定について 生活衛生課 ○   令和７年１月１日 

53 125～126 ○  【指摘１５】ユーザーＩＤの棚卸について 生活衛生課 ○   令和６年７月１日 

54 126  ○ 【意見３９】システムの保守契約について 生活衛生課 ○   令和７年１月１日 

55 126～127  ○ 【意見４０】リース契約の内容の検討について 生活衛生課 ○   令和６年７月１日 

56 130～131 ○  【指摘１６】システムの所管課の明確化について 経済振興課 ○   令和７年１月１日 

57 131～132 ○  【指摘１７】資料の保存について 経済振興課 ○   令和６年７月１日 

58 132  ○ 【意見４１】データバックアップについて 経済振興課 ○   令和６年７月１日 

59 136～137  ○ 【意見４２】再リース・再々リース契約の期間について 都市計画課   ○ 令和６年７月１日 

60 137～139  ○ 【意見４３】再リース手続について 都市計画課 ○   令和６年７月１日 

61 142 ○  【指摘１８】ユーザーＩＤ棚卸表と所属一覧との不整合について 図書館 ○   令和６年７月１日 

62 143 ○  【指摘１９】ユーザーＩＤリストの棚卸の実施について 図書館 ○   令和６年７月１日 

63 143  ○ 【意見４４】アンケート形式等によるヒアリングについて 図書館   ○ 令和６年７月１日 

64 147 ○  【指摘２０】ユーザーＩＤ権限付与手続の改善について 学務課 ○   令和６年７月１日 

65 147～148 ○  【指摘２１】ユーザーＩＤリストの棚卸の実施について 学務課 ○   令和６年７月１日 

66 148  ○ 【意見４５】ユーザーＩＤ付与の範囲について 学務課 ○   令和６年７月１日 

67 149 ○  【指摘２２】資料の保存について 学務課 ○   令和６年７月１日 

68 152 ○  【指摘２３】職種の登録について 教育センター ○   令和６年７月１日 

69 153 ○  【指摘２４】ユーザーＩＤの棚卸の実施について 教育センター ○   令和６年７月１日 

70 153～154 ○  【指摘２５】資料の保存について 教育センター 〇   令和６年７月１日 

71 154  ○ 【意見４６】運用保守契約の金額の見直しについて 教育センター ○   令和７年１月１日 
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令和７年７月１日時点の措置内容   ※前回の措置状況から、変更のあった指摘事項には背景色を変えて表しております。 

通し番号 頁 区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況 

1 38～42 意見１ 

全庁的なコス

トの把握につ

いて 

地方自治体の基幹業務システムについてのガバ

メントクラウドを活用した標準準拠システムへの移

行と情報システムの運用経費の削減のため、情報

システムに関連する支出をその内容ごとに全庁的

に集計して、越谷市としての情報システムに係るコ

ストを把握する必要がある。 

情報システムの運用経費の削減を目的としたシス

テム情報の管理方法につきましては、現在、情報収

集・集計及び管理方法が確立しておりません。また、

令和８年に予定していた地方自治体の基幹業務シ

ステムについてのガバメントクラウドを活用した標準

準拠システムへの移行については、移行延伸が決定

いたしました。移行時期が確定次第、全庁的横断的

かつ継続性のある取組方法を検討してまいります。 

検討中 

2 42～43 意見２ 

ソフトウェア管

理台帳の整備

について 

全庁的なソフトウェアの有効な管理、ライセンスコ

ンプライアンスの確保、セキュリティの向上、ソフトウ

ェアの効率的な利用のため、ソフトウェアの管理に

必要な情報を網羅したソフトウェア管理台帳の整備

を行うべきである。 

各種管理台帳の雛形を整備いたしました。令和７

年度以降、順次ソフトウェア管理台帳の更新を行っ

てまいります。 

なお、管理台帳には「ソフトウェアインストール許可

申請書」に記載されている情報を基本として記載し

ていく予定です。 

改善済 

4 44～45 意見４ 

越谷市情報化

推進計画（導

入時期）につ

いて 

同計画の個別施策には、当該施策に必要な情報

システムの導入に必要なコストとその時期を予測

し、適切な予算を作成するため、その導入予定時期

を明記すべきである。 

個別施策の取組内容や導入するシステムによって

は、短期間の検討により導入時期が予測できるもの

もありますので、時期を明記しております。しかし、

中長期的な検討が必要なシステムにつきましては、

時期の明記が難しいものもあります。次期計画策定

の検討を行う令和７年度中に、システム導入予定時

期や管理方法の記載について検討してまいります。 

検討中 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況 

５ ４６～４７ 意見５ 

越谷市情報化

推進計画（目

標達成の進捗

状況）につ い

て 

同計画の進捗管理のため、各施策についてのそ

の運用状況の目標（手続数、処理件数のうち実施さ

れた割合等）及び目標達成時期を明記すべきであ

る。 

同計画は、令和３年度から７年度までの５年計画

であるため、次期計画策定の検討を令和７年度に行

う予定です。現行の計画にも、個別施策ごとに現状・

課題の記載に対して、達成目標や評価指標を設け

て、進捗を図っているところですが、次期計画策定

時にはより分かりやすい記載の方法についても検討

を進めてまいります。 

検討中 

７ ４８～４９ 意見６ 
所管課の明確

化について 

情報システムに関する意思決定、セキュリティ、リ

ソースの効果的な利用の観点から、各情報システ

ムについて、適切な所管課及び責任者を設定する

必要がある。 

令和７年度に改めて各課に向けて照会を行い、新

規導入システムや撤退したシステムの精査及び担当

者・責任者を整理したことで、実態と異なるものはな

くなりました。 

改善済 

１１ ５２～５３ 意見１０ 

情報システム

の投資計画に

ついて 

計画的な情報システムへの投資と情報開示の観

点から、戦略的かつ持続可能な情報システムの投

資計画を具体的に作成し、情報化推進計画におい

て開示すべきである。 

個別施策の取組内容や導入するシステムによって

は、短期間の検討により導入時期が予測できるもの

もありますので、時期を明記しております。しかし、

中長期的な検討が必要なシステムにつきましては、

時期の明記が難しいものもあります。次期計画策定

の検討を行う令和７年度中に、システム導入予定時

期や管理方法の記載について検討してまいります。 

検討中 



7 
 

通し番号 頁 区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況 

１４ ５５～５６ 意見１３ 

情報セキュリ

ティ監査の結

果の開示につ

いて 

情報セキュリティ監査の結果について、地方公共

団体における情報セキュリティガイドラインにしたが

って、情報セキュリティ確保に配慮したうえで、情報

セキュリティ監査の結果を開示することを検討すべ

きである。 

他市の動向や、ＣＤＯ（最高デジタル責任者）から

の意見を踏まえ、監査結果の詳細は公表せず、事案

の分類とそれに対する件数のみを公表する方針とい

たします。 

なお、この方針については令和７年度下期のセキ

ュリティ委員会において報告予定です。 

検討中 

２３ ８４ 意見１８ 
ラ イ セ ン ス 管

理について 

ＲＰＡの有効活用の観点から、行政デジタル推進

課及びユーザー部門である所管課は、職員へのＲ

ＰＡライセンスの付与状況だけではなく、その利用

の有無や程度についても確認する必要がある。 

ライセンスの付与状況は払い出しの度に確認を実

施しております。 

また、ライセンスの利用状況については、半期ごと

の報告にて、確認しております。ＲＰＡ（ロボティック・

プロセス・オートメーション）の利用が認められないラ

イセンスについては所属へヒアリングを実施した上

で引き上げを行い、提供事業者に対しても払い戻し

処理を申請し、管理簿への記録を行っております。 

現行製品はライセンスがデバイスごとに付与される

ものであることから、機械的に利用の有無や程度を

集計することはできず、ユーザーから報告を受ける

方法以外では確認が取れない状況となっておりま

す。 

次期ＲＰＡライセンスの選定時（現時点では令和９

年を想定）にはユーザーの利用状況を確認できるよ

うな仕様のものを調達条件に加えるよう、検討して

まいります。 

検討中 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況 

２７ ９０ 意見２１ 
Ｌ Ａ Ｎ の 管理

について 

ＬＡＮは、有形の財産であることから、ノートパソ

コン等の備品と同様に、物品台帳に計上し、適切に

現物管理する必要がある。また、財務諸表では、貸

借対照表の固定資産として計上すべきである。 

本市ではＬＡＮの管理について、委託もしくは提供

を受けているサービスの一部として捉えていたた

め、各種台帳には計上しておらず、過去の導入状況

にさかのぼり計上する事は困難な状況です。 

今後の取扱いといたしましては、現在敷設されて

いるＬＡＮについては消耗品として管理対象とはせ

ず、今後、賃貸借契約で調達する物(サービスの利

用範囲を除く)は計上できるよう管理いたします。 

改善済 

４７ 
１１６～ 

１１７ 
意見３５ 

バッチ処理に

ついて 

外部のシステムのデータ連携について、手作業

によるデータの USB による受け渡しを行っている

場合、個人情報セキュリティ及び業務効率化の観

点から、アプリケーションプログラムインターフェイ

ス（API）の構築を検討する必要がある。 

ＩＴベンダーと再度協議を行ったところ、ＡＰＩ(アプ

リケーションプログラムインターフェイス)の構築は不

可との回答がありました。そのため、これまでと同様

に、手作業によるデータの受け渡しを行う他ないと

いう結論に至りました。個人情報を扱うことから、セ

キュリティポリシーを遵守し、業務継続に努めてまい

ります。 

現状維持 
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集計結果 
 

包括外部監査の指摘事項（７１件）の内訳 

指摘２５件 意見４６件 

 

講じた措置状況（７１件）の内訳 

指摘（２５件）について 意見（４６件）について 

改善済 検討中 現状維持 改善済 検討中 現状維持 

２５件 ０件 ０件 ２９件 ６件 １１件 

１００.０％ ０.０％ ０.０％ ６３.０％ １３.０％ ２３.９％ 

※小数点第２位で四捨五入しているため合計が１００％にならない場合があります。 

令和７年（２０２５年）７月１日現在 


